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すべての子育て家庭が、子どもの成長段階に合わせて必要な支援が受けられる「まち」  よこはま

家庭の大切さを認識するとともに子育ての喜びを地域全体で共有できる「まち」  よこはま

　　を市民と行政が協働で実現します。
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【行動計画の策定趣旨、対象及び期間】

■　策定趣旨
　　家庭の育児力の向上を図るとともに、地域で子育て家庭を支え、子育ての意義や喜びを地域全体
   で共有できるような仕組みづくりを行うことを通じて、少子化の流れを変え、次代の社会を担う子
   どもが健やかに生まれ、かつ育成される「まち」よこはまを目指します。

■　対　象
　　  主として０歳から小学生までの子どもの育成に関する諸施策及び思春期を乗り切るための諸施策
　　を対象とします。

■　計画期間
　　　平成１７年度から平成２１年度までの５か年。

  第１の基本目標

子育てを地域全体で支援
する「地域力」を創る

　子育て支援は、地域全体で取
り組もうと共鳴する人たちがい
て初めて可能となります。子育
てを支援する人たちのゆるやか
な繋がりが多様に存在し、子育
て支援の場所や人材、財源、情
報などの資源が整備されている
地域を創ります。

 

市民と協働で「かがやけ横浜子どもプラン」を策定しました

～横浜市次世代育成支援行動計画の策定～

　子どもが社会性を身につけ、
自ら考え行動する人間として成
長するためには、先生や保護者
以外の大人たちや、異年齢の子
どもたちとの出会いを通じて、
さまざまな経験を重ねることが
重要です。学校と地域を含め
て、子どもの自立を支援する
様々な空間を創ります。

　子どもは地域で生まれ地域で成
長していきます。その地域は、さ
まざまな人がそれぞれの人生を
送っています。地域の中に子ど
もがいて、子育てが行なわれて
いることが当然の前提として受
け入れられ、そのための環境を
皆で協力して作ろうという視点
で地域コミュニティの再生を目
指します。

家庭・学校・地域に見守られ
子どもが豊かな社会的関係を
育む「成長空間」を創る

第２の基本目標 第３の基本目標

子育てに積極的な価値を見い
だせる「共生社会」を創る



２

  行動計画の特徴

１ 施策全般にわたり、市民との協働と区役所
への分権の視点を基盤としたこと

　行動計画は、区のガイドラインと位置づけ、今
後は区が地域特性を活かした、独自の子育て支
援施策を展開する。また、計画についても、市
民、事業者で構成する推進協議会を設置して、市
民との協働のうえで事業進捗を図る。

２ 事業評価や検討の進捗により、必要に応じて

修正できる弾力的な計画としたこと

（弾力的運用を図る施策例）
 ○「横浜市思春期・性教育連絡会」（仮称）の設置
 ○企業の子育て貢献活動のための懇談会
 ○学習障害等障害のある子どもへの支援策の検討

３ 子育て支援のために、家庭と学校の間に
市民・事業者・行政の協働の力で「地域力」を

再建するという考え方を導入していること

  例）　別紙資料　　具体的取組１、具体的取組２

４ 子どもがたくましく自立していくために、学校
や地域を通じて、自然体験、社会体験、大人と
のかかわり、子ども同士のかかわりを重視し、
成長空間を創るという考え方を導入したこと。

  例）　別紙資料　　具体的取組３

　パブリックコメントの結果
１　実施時期
　 平成１７年１月１１日(火)から平成１７年２月１０日(木)まで（３１日間）

２　集計結果
　 投稿者数…５４９人

　 意見総数…１,１３６件（女８２３件：７２％、男２３８件：２１％、不明７５件：７％）

　
　
　　　　　　　　　　　　　３　パブリックコメントの主な意見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ア 放課後児童育成施策に関するもの　２３６件
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 イ 幼稚園・保育所に関するもの　　　１８０件
　                                      ウ 子どもの居場所に関するもの　　　　３７件
　                                      エ 父親の育児参加に関するもの　　　　１０件
　                                      オ 中学校給食の実施に関するもの　　　　８件

 ４　パブリックコメントに基づき計画に加えた主な内容
　○企業による子育て支援の一項目に、ワークシェア
　　リング等の考え方を追加
　○子育てが終わった女性の再就職支援制度の検討を
　　追加
　○高機能自閉症等の発達障害に対応したソーシャ
　　ル・スキル・トレーニング（社会適応訓練）の実
　　施を追加
　○責任の所在を明確にするため、各施策ごとに所管
　　局名を明記
　○各施策ごとに、平成２１年度末の目標水準を明記

年代区分別意見数

５０歳代
７％

７７件

４０歳代
３１％

３５５件

３０歳代
３９％

４５０件

２０歳代
６％

６４件

その他
１７％

１９０件



　　具体的な取組例 別紙

いつでも親子が交流できる居場所を中学
校区に１か所程度、設置する。

※参考　（平成16年度→平成21年度）
・親と子のつどいの広場
　　　　　　　　　　　　　　　　（9か所→24か所）
・子育て支援者による相談
　　　　　　　　　　　　　　　　（108か所→145か所）
・育児支援センター園（保育所）
　　　　　　　　　　　　　　　　（18か所→36か所）
・幼稚園はまっこ広場　　（12か所→35か所）
・地域子育て支援拠点 　（なし→１８か所）

子育ての相談・情報提供、さらに子育てを支える
ネットワークの拠点を各区に１か所整備する。

※参考　（平成16年度→平成21年度）
　地域子育て支援拠点　（なし→18か所）

子育て支援のためのネットワークをつくる。

（主な取組）
　・地域の様々な子育て支援活動状況が把握できる。
　・活動の課題を共有化する。　など

さまざまな体験学習の機会を充実する。
（主な取組例）
　・プレイパークの設置の推進
　・企業による、各種教室の実施や週単位での職業体験を推進していくための仕組みづくり
　・自然体験や社会体験などの機会の充実
　・乳幼児ふれあい体験事業の充実

子どもたちの放課後の居場所が地域にある。
（主な取組例）
　・放課後キッズクラブの拡充
　・はまっ子ふれあいスクールの充実
　・放課後児童クラブの充実
　・学齢障害児の居場所の充実

思春期をのりきる支援を充実する。
（主な取組例）
　・「横浜市思春期・性教育連絡会」（仮称）の設置
　・思春期電話相談事業の拡充
　・ピアカウンセリングの実施の検討
　・性教育の充実

　具体的取組３
　　子どもたちが地域の中で様々な体験を通じて自立していける空間の形成

具体的取組１ 親子の居場所と地域子育て支援のネットワークの形成

子育て支援ネットワーク
（連携）の充実

地域ケアプラザ

区社会福祉協議会

連携支援

支援
療育センター児童相談所

会場：地区センター、地域ケアプラザ、町内会
館、民間スペース（賃貸物件、空き店舗、個
人宅など）など

運営（従事）：子育て活動団体、ＮＰＯ、民生・
児童委員、主任児童委員、自治会・町内会役
員、子育て支援者など

親子サロン・子育てサロン
親と子のつどいの広場　など

 【地域子育て支援拠点】
NPO法人・社会福祉法人等が運営

◎人材の育成
◎子育て支援のネットワークの構築

●親子の居場所
●子育て相談
●情報の提供　など

保育所
（一部、育児支援センター園）

連携

区福祉保健センター

支援

●子育て支援ネットワークのイメージ図

保育所待機児童の解消を継続して取り組む。

※参考　（平成16年度→平成21年度）
　・待機児童の状況や今後の保育ニーズ、利便性など
　を踏まえた保育所の整備と既設保育所の入所円滑
　化の推進　（26,700人→35,000人）
　・横浜保育室の推進
　・幼稚園預かり保育の推進（1,180人→1,560人）

企業による従業員のための子育て支援を充実す
る。

（主な取組）
　・企業の子育て貢献活動のための懇談会の設置
　・子育て支援の推進に貢献した企業に対する表彰
　制度の検討

保育の質の向上を図る。

（主な取組）
　・保育士の人材育成（研修の充実）
　・苦情解決や第三者評価事業の推進
　・保育の一環としての食育の推進

　具体的取組２　仕事と子育ての両立を支える地域社会の形成

多様な保育サービスを展開する。

※参考　（平成16年度→平成21年度）
　・保育時間の延長　　　　　　　　(196か所→325か所）
　・休日・年末年始保育　　　　  　(1か所→10か所）
　・一時保育　　　　　　　　　　　 　(80か所→227か所）
　・２４時間型緊急一時保育　　　(2か所→推進）
　・病児・病後児保育　　　　　　　（7か所→17か所）
　・障害児保育　　　　　　　　　　　(201か所→推進）
　・外国人児童保育　　　　　　　　(5か所→推進）
　・産休明け保育　　　　　　　　　 (110か所→推進）

幼稚園
（一部、幼稚園はまっこ広場）



次 世 代 育 成 支 援 行 動 計 画 の 体 系

理　念 基本目標 個別目標 〔 施 策 〕　     　※　　　　　は新規施策

※地域子育て支援拠点の設置、　子育て支援者の子育て相談の会場増設、　保育所・幼稚園の子育て相談の充実、　保育所の施
設開放及び幼稚園はまっ子広場の拡充、　※幼稚園集いの広場事業、　親と子のつどいの広場の拡充、　横浜子育てサポートシス
テムの拡充、　地域育児教室の開催、　子育てサロンの開催会場の拡充、　子育て支援関連情報の提供、　教育総合相談センター
の子育て相談、　地域ケアプラザにおける子育て支援事業の実施、　※子育て支援士登録派遣事業
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① 子育てに関する情報提供・相談・居場所の機能を持つ、
　地域の子育て支援の総合的な拠点が設置されている
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② 市民の自発性を生かす地域社会のネットワーク体制がある
地域福祉計画策定・推進、　児童虐待防止ネットワークの充実、　要保護児童とその家族を支える地域ネットワークの推進、　児童
福祉施設等と地域支援、　児童相談所及び福祉保健センターの人材育成及び連携強化、　児童相談所の機能強化と増設、　児童
養護施設等の整備拡充、　地域福祉人材の育成

③ 発達段階に応じた専門的ケアを含めた支援体制がある
家庭への支援体制の充実、　妊娠期から新生児期の支援の充実、　母子健康手帳交付時の面接の充実、　乳幼児健診を活用した
子育て支援、　難病等の疾病をもつ子どもへの支援、　関連機関相互の連携強化、　不登校児の対策の推進、　保健室登校子ども
支援事業

④ 多様な保育サービスが充実している
待機児童の解消、　多様な保育ニーズに対応するための延長保育・一時保育・休日保育などのサービスの充実、　保育の質の向
上、　市立保育所の民間移管の推進
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⑤ 家庭教育を支援する仕組みができている
公共施設等を活用した親子の居場所の拡充、　放課後児童育成施策の場を活用したサロンなどの交流の場の拡充、　家庭教育学
級開設事業の推進、　※総合施設の検討・推進、　幼・保・小の連携充実、　母子家庭等への子育て支援の充実、　私立幼稚園就
園奨励事業の充実

⑥ 子どもの成長に役立つさまざまな体験機会が充実している
放課後キッズクラブ・はまっ子ふれあいスクール・放課後児童クラブ、　プレイパークの設置推進、　体験学習の充実、　乳幼児ふれ
あい体験事業、　地域子ども教室事業の推進、　地域ふれあい料理教室等への支援、　教育改革の推進

⑦ 地域の大人たちが子どもたちの成長に関心を持ち、
　見守り、積極的に支援する仕組みができている

放課後キッズクラブ事業・はまっ子ふれあいスクール・放課後児童クラブ、　地域子ども教室事業、　地域コーディネーターの養成、
青少年指導員活動の推進、　開かれた学校づくりの推進、　※地域防犯拠点設置支援事業、　学校の安全対策事業の推進、　地区
センターを拠点とした地域コミュニティの醸成、　要保護児童とその家族を支える地域ネットワークの推進

⑧ 学齢期の子どもたちの居場所や活動場所が地域で確保
　されている

放課後児童育成施策の推進、　プレイパークの設置推進、　子どもログハウスの活用促進、　青少年の居場所づくりの促進、
　※「みんなで育てるハマの子ども」推進事業

⑨ 思春期の子どもに対する支援ができている
※[横浜市思春期・性教育連絡会」(仮称)の設置、　発達段階に応じた教育の推進、　思春期電話相談事業の拡充、　※ピアカウン
セリングの実施の検討、　学校における性教育の適正な取組の推進、　思春期講座の拡充、　※家庭における性教育のための教材
の発行、　※ホームページによる相談・情報の提供、　社会的ひきこもり等への相談・支援の充実
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⑩ 働き方の見直しが進み、父親の育児参加が進んでいる 子育てに関する学習機会の充実、　家庭・地域における男女共同参画の推進、　※家庭の日の普及啓発

⑪ 企業の子育て支援が推進されている
※企業による従業員のための子育て支援の推進、　企業による各種教室の実施・週単位での職業体験、　※企業の子育て貢献活
動のための懇話会

⑫ 子育てバリアフリーのまちづくりが推進されている
情報提供の充実、　だれにもやさしい福祉のまちづくりの推進、　ヨコハマ・りぶいん事業、公営住宅供給事業、安全・安心住宅相談
事業の推進、　幼児交通安全教育訪問指導事業の推進、　こども・セフティ・スクール、　スクールゾーン対策、　交通バリアフリー化
推進調査、　子どもを大切にするコミュニティづくりに向けた啓発

⑬ 小児医療や乳幼児健診などの充実が図られている
小児救急医療体制の確保・拡充、　市民への医療情報の提供、　身近な場所での小児救急看護講座の開催、ボランティア等との連
携による支援策の拡充、　かかりつけ医の普及・促進、　乳幼児健康診査の内容の充実、　結核医療・健康管理事業、　集団予防接
種事業、　不妊相談事業、女性の健康相談事業の充実

⑭ 新生児期の保護者に対する支援が充実している
※プレネイタル・ビジット(出産前小児保健指導)の検討、　※医療機関からの診療情報提供の仕組みの確立、　産後支援ヘルパー
の派遣、　※育児支援家庭訪問事業の実施、　乳幼児健康診査の内容の充実、　家庭への支援体制の充実

⑮ 障害のある子どもが安心して過ごせる居場所が確保
　されている

幼稚園・保育所に入園している障害のある子どもに対する支援、　放課後児童育成施策における居場所の確保、　学齢障害児地域
生活サポート事業、　学齢障害児余暇支援事業、　盲・ろう・養護学校における余暇活動支援の充実、　障害児の通学・校内生活・
校外学習における支援の充実、　各区独自の取組の強化

⑯ 学習障害（ＬＤ）や注意欠陥／多動性障害（ＡＤＨＤ）、高
機能自閉症等の子どもへの支援が確保されている

※学習障害（ＬＤ）や注意欠陥／多動性障害（ＡＤＨＤ）・高機能自閉症等の子どもへの支援策の検討、　関係機関への研修の充実
と相談事業の実施、　市民への啓発の推進、　※学齢期の学習障害（ＬＤ）や注意欠陥／多動性障害（ＡＤＨＤ）・高機能自閉症等の
子どもへの教育的支援
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